
県北地域牽引産業・中核企業創出事業 産学官連携研究開発補助事業補助金交付要項 

（事業の目的） 

第１条 県北地域の中小企業者が行う、大学等と連携した研究開発等の取組に要する経費に対し

て補助金を交付することにより、県北地域経済を牽引する産業及び中核企業の創出を図る。 

（用語の定義） 

第２条 要項において、次に掲げる用語の意義は、次の各号に定めるところによる。 

（１）県北地域 日立市、常陸太田市、高萩市、北茨城市、ひたちなか市、常陸大宮市、那珂市、

東海村及び大子町の９市町村のことをいう。 

（２）中小企業者 独立行政法人中小企業基盤整備機構法第２条第１項各号に該当する法人及び

個人事業主のことをいう。 

（３）大学等 大学、高等専門学校、公設試験研究機関等 

（補助対象事業） 

第３条 補助対象事業は、次の各要件のすべてを満たす事業とする。 

（１）県北地域の中小企業者が、大学等と連携して実施する共同研究を伴う新技術、新製品又は新

サービスの開発を行う事業であること。 

（２）公序良俗に反する事業でないこと。 

（３）公的な資金の使途として社会通念上、不適切であると判断される事業（風俗営業店等の規制

及び業務の適正化等に関する法律第２条により定める営業内容である場合等）でないこと。 

（４）補助事業が国、県、市町村及び産業支援機関等の公的機関又は金融機関等が補助する他の制

度（助成金、補助金、委託費等）の補助事業と重複する事業でないこと。 

（補助対象者） 

第４条 本補助金の対象者は、次の各要件のすべてを満たす中小企業者とする。 

（１）県北地域に主たる事業所を有すること。 

（２）研究開発等を伴う事業を実施している、又は実施する計画があること。 

（３）茨城県暴力団排除条例第２条第１号から第３号に規定する者でないこと。 

（４）代表者又は役員に暴力団員及び暴力団員等（条例第２条第２号及び第３号に規定する暴力団

員等）に該当する者がいないこと。 

（補助金の額及び補助率） 

第５条 補助金の額及び補助率は、次の各号に定めるところによる。 

（１）補助上限額 ８０万円 

（２）補助率 補助対象経費の合計の１０分の１０以内 

（補助対象経費） 

第６条 補助対象経費は、補助対象者が、補助対象事業を実施する際に要する経費のうち、次に掲

げるものとする。 

（１）共同研究費 



（２）委託費 

（３）原材料費 

（４）外注費 

（５）専門家謝金 

（６）旅費 

（７）賃貸借料 

（８）試作品開発費 

（９）その他理事長が必要と認める経費 

２ 補助対象経費には消費税を含めることとする。 

（補助対象期間） 

第７条 補助対象期間は、交付決定の日から令和４年２月２８日までとする。 

２ 補助金の交付決定前に事業を実施しようとするときは、着手前に補助金交付決定前着手届（様

式第３号）を提出しなければならない。 

（交付申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする者は、公益財団法人日立地区産業支援センター理事長（以

下「理事長」という。）に対し次の各号に掲げる書類を提出しなければならない。 

（１）補助金交付申請書（様式第１号） 

（２）補助事業計画書（様式第２号） 

（３）会社パンフレット等 

（４）その他理事長が必要と認める書類 

２ 提出書類は返却しないものとする。 

（交付決定） 

第９条 理事長は、申請書類の提出があった場合は、当該申請書内容を審査し、必要かつ適当と認

められる経費について補助金の交付決定を行い、補助金交付決定通知書（様式第４号）により申

請者に通知するものとする。 

２ 理事長は、申請内容を精査して申請額から減額して決定するができる。 

（事業の変更、中止又は廃止） 

第１０条 当該補助事業の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）が、交付決定した

事業の内容を変更するときは、事業計画変更承認申請書（様式第５号）を提出しなければならな

い。 

２ 補助事業者は、事業を中止又は廃止するときは、事業中止（廃止）承認申請書（様式第６号）

を提出しなければならない。 

（補助事業の事故等の報告） 

第１１条 補助事業者は、補助事業において事故等があった場合は、事業事故等報告書（様式第７

号）を提出しなければならない。 



（状況報告） 

第１２条 補助事業者は、補助事業の遂行及び収支状況について理事長の要求があったときは、速

やかに事業遂行状況報告書（様式第８号）により理事長に報告しなければならない。 

（交付決定の取消し等） 

第１３条 補助事業者が次のいずれかに該当するときは、理事長は、補助金の交付決定の全部又は

一部を取り消すことができる。 

（１）偽り、その他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

（２）補助金を補助対象事業以外の用途に使用したとき。 

（３）補助金の交付を受けるまでに補助対象事業及び補助対象者たる要件を欠くようになったと

き。 

（４）補助金の交付決定の内容、又はこれに付した条件、その他法令等に基づき理事長が行った指

示、若しくは命令に違反したとき。 

（５）理事長は、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消した場合、既に交付した補助金の全部

又は一部を返還させることができる。 

（事業成果等の報告及び補助金の交付等） 

第１４条 補助事業者は、事業成果及び交付を受けた補助金の使用結果について、補助事業完了

後、原則として１か月以内に、次の書類をもって理事長に報告しなければならない。 

（１）補助事業実績報告書（様式第９号） 

（２）補助事業成果書（様式第１０号） 

（３）支払いを証する書類の写し及び理事長が必要と認める書類 

（４）その他理事長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定等） 

第１５条 理事長は、報告の内容を審査し、適正であると認めたときは、補助金の額を確定し、そ

の旨を補助金確定通知書（様式第１１号）により補助事業者に通知する。 

２ 理事長は、確定通知の送付後、補助事業者からの補助金交付請求書（様式第１２号）による請

求により補助金を交付する。 

３ 補助事業者が補助金概算払請求書（様式第１３号）を提出した場合において、理事長が補助金

の一部又は全部について概算払を行うことが必要であると認められるときは、交付決定額を上

限に補助金の概算払を行うことができる。 

（証拠書類の保存） 

第１６条 補助事業者は、補助金に係る経理についての収支の事実を明確にした証拠書類を整理

し、これらの書類を補助事業が完了した日の属する会計年度の終了後５年間保存しなければな

らない。 

（証拠書類の保存） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は理事長が別に定める。 


